
■売上高、経常利益、業況判断、運転資金調達

売上高 増加 横ばい 減少 ＤＩ値 増加 横ばい 減少 ＤＩ値 増加 横ばい 減少 ＤＩ値

％ 29% 33% 38% △9 25% 27% 48% △23 14% 37% 49% △35

経常利益 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値

％ 15% 43% 42% △27 20% 33% 47% △27 10% 42% 48% △38

業況判断 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値

％ 10% 40% 50% △40 14% 29% 57% △43 9% 30% 61% △52

運転資金調達
容易に
なった

変わらな
い
厳しくなっ
た
ＤＩ値

容易に
なった

変わらな
い
厳しくなっ
た
ＤＩ値
容易にな
る
変わらな
い
厳しくなる ＤＩ値

％ 6% 77% 17% △9 9% 67% 24% △15 9% 57% 34% △25

2008年の7月～9月と比べて 2007年の10月～12月と比べて 2008年の1月～3月と比べて

（前期比） （前年同期比） 次期見通し

第20回熊本同友会景況調査報告
（2008年10月～12月期）

 
  【調査要領】
　①調　査　時：２００８年12月7日～12月１5日
　②対象企業：熊本同友会会員企業
　③調査の方法：FAXの送受信による自計記入を求めた
　④回答企業数：５１９社より１６１社の回答を得た。（回答率：３１％）
　　　　　　　　　　　（製造業　２６社、建設業　２７社、流通商業　５３社、サービス業　５３社、その他　２社）
　⑤平均従業員数：役員を含む正規従業員数　　　　　　　　　　２４．７人
　　　　　　　　　　　　派遣社員・臨時・パート・アルバイトの数　　１２．３人

　
　　　　「全業種全てマイナス値時期見通しも悪化、「売上の減少」が５６％占める」

　ＤＩ値（「良い」と答えた割合から「悪い」と答えた割合を引く）の推移から見ると、前回調査２００８年７月～９月と比べると、前年同
期比（２００７年１０月～１２月）では、売上高が△１８から△２３へと５ポイント、経常利益が△２５から２７と２ポイント、業況判断が△
４０から４３へと３ポイント、運転資金調達は前期比（２００８年７月～９月）で、△６から△９へと３ポイント下降した。
　日銀短観（２００８年１０月～１２月期）をみると、業況判断ＤＩは、前期比（２００８年７月～９月）で製造業が△１７から△２９へと１
２ポイント、非製造業が△２４から△２９へと５ポイント下降した。次期見通しは製造業が△４８、非製造業が△４５とさらに厳しい状態であ
る。中小企業庁第１１４回中小企業景況調査（２００８年１０月～１２月期）では「中小企業の業況は、一段と悪化している」としており、全
産業・製造業・非製造業の業況判断ＤＩは、マイナス幅が拡大し１９９４年以降最悪の値となったとしている。また、同友会景況調査報告（Ｄ
ＯＲ）№８５（２００８年１０月～１２月）では、「世界同時不況・受注止めの中、経営崩壊の危機」と打ち出しており、２００９年も不況は
さらに深化する見通しで、１～３月期、４～６月期とも業況判断ＤＩはマイナス５８と悪化が予想されている。
　次に業種別では、製造業は「売上高」△３から△６へと３ポイント下降、「経常利益」△４と横ばい、「業況」は△９から△８へと1ポイント
上昇、「運転資金調達」は０から△４へと４ポイント下降となった。建設業は「売上高」が△７から△９へ２ポイント下降したが、「経常利
益」が△７から△６と1ポイント、「業況」が△９から△７へと2ポイント、「運転資金調達」が△３から△１と2ポイント上昇した。流通商業
は、「売上高」が△６から△８へと２ポイント、「経常利益」が△８から△１１へと３ポイント、「業況」は△１３から△２０へと７ポイント
「運転資金調達」が△１から△５へと４ポイント下降した。サービス業は「売上高」が△３から△２へ１ポイント上昇、「経常利益」と「業
況」は横ばい、「運転資金調達」が０から△２へ２ポイント下降した。
　次に、経営上の問題点では「売上げの減少」が前回４０％から５６％に伸び１位、２位「価格競争の激化」３位「受注競争の激化」４位「仕
入れ価格の上昇」となった。現在取組んでいる事柄では、１位「新規顧客の開拓」２位「新商品・新製品･新規サービスの開発」２位「既存顧客
の強化」4位「営業力強化」5位「人材育成」は前回と同じ、「新たな設備投資」が前回の９位から１３位と下がった。
　最後に、特別調査として「緊急保証制度（原材料価格高騰対応緊急保証）」「セーフティーネット貸付」について調査した。緊急制度につい
ては、１１６社（＊％）が「知っている」と答えており、申請については、３０社が「申請した」１５社が「申請を考えている」、８６社が
「申請しない」と答えた。また、申請した３０社の結果は、「承認された」のは２５社となった。

売上高ＤＩ推移（前年同期比）
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経常利益ＤＩ（前年同期比）
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業況判断ＤＩ推移（前年同期比）
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運転資金調達ＤＩ推移（前期比）
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業種別ＤＩ推移（建設業）業種別ＤＩ推移（製造業）



金融機関ある 変わらないわからない不明
総計 15 101 32 5

貸付攻勢出資金要拘束預金追加担保私募債の新たな貸し経営指針その他
6 0 0 2 1 6 4 1

割合
4%
5%
11%
12%
13%
15%
32%
41%
42%
56%

金融機関の姿集計 現在取り組んでいる事柄（上位３つまでの複数回答）
ある 20% 項目 割合
変わらない 55% その他 2%
わからない 24% 拠点の統 1%
不明 2% 脱下請け 1%
総計 100% 拠点数の 2%

アウトソー 2%
新たな設備 3%
資格取得 4%
企業間連 6%
人員の見 7%
社内組織 12%

あると答えた人の変化の内容 価格の変 12%
項目 割合 コストの見 20% 緊急制度集計 構成比
貸付攻勢 9% 経費の見 25% 知っている 116 72%
新たな貸し渋り 6% 人材育成 27% 知らない 39 24%
経営指針を重 2% 営業力強 30% 不明 6 4%
拘束預金要請 1% 新商品・新 42% 総計 161 100%
私募債の勧誘 1% 既存顧客 42%
出資金要請 0% 新規顧客 52%
追加担保要請 0%
その他 2% 経営上の問題点

項目 割合
その他 6%
金利負担 4% 申請につい集計 構成比 「申請した集計構成比
事業資金 6% 申請しない 86 53% 承認された 25 83%

利益への影響集計 間接費の 9% 申請した 30 19% 承認されな 1 3%
赤字までにはな 99 従業員不 12% 申請を考え 15 9% その他 3 10%
影響なし 30 税負担の 14% その他 7 4% 不明 1 3%
赤字になった 13 貴社の対集計 人件費の 15% 不明 23 14% 総計 30 100%
利益を増やした 4 諸経費の 87 仕入れ価 34% 総計 161
不明 7 販売価格 59 受注競争 36%
総計 153 仕入先の 38 価格競争 45%

省エネ対策 29 売上げの 56%
販売価格への集計 商品構成 27
一部転嫁できて 69 販売先の 11
ほとんど転嫁で 59 人件費の 8
ほぼ転嫁できて 10 その他 7
不明 15 生産を減ら 1
総計 153 行政への 1

業種別ＤＩ推移（サービス業）
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経営上の問題点（上位３つまでの複数回答）
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業種別ＤＩ推移（建設業）
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業種別ＤＩ推移（製造業）
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業種別ＤＩ推移（流通商業）
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金融機関の姿勢の変化

ある 20%

変わらない 55%

わからない 24%
不明 2%

「ある」と応えた人の変化の内容

貸付攻勢 51%

新たな貸し渋り
30%

追加担保要請
0%

出資金要請 0%

経営指針を重
視するように
なった 13%

拘束預金要請
3%

私募債の勧誘
3%

緊急制度について（社数,割合）
不明 6(4%)

知っている,
116(72%)

知らない,
39(24%)

申請について（社数、割合）

申請しない
86（53％）

不明　23
（14％）その他 7

（4％）

申請を考えて
いる 15(9%)

申請した
30(19%)

「申請した」と答えた人の結果（社数、割合）

承認された
25(83%)

不明 1(3%)

承認されな
かった 1(3%)

その他 3(10%)

　【特別調査】
　　　　「緊急保証制度（原材料価格高騰対応緊急保証）」
　　　　「セーフティーネット貸付」について

【業界の動向、御社の経営上の問題点、現在取り組んでいる事柄の具体例】～抜粋～

（製造業）食品業界全体で安全･安心と企業としてのコンプライアンス問題が取り上げられているので、それらに対する社内体制づくりと管理面の強化を急い
　　　　　　でいる。
（建設業）人材の不足（質の高い人材雇用）求人をするが人がこない。　社員の高年齢化による、次世代に対する不安。
（流通商業）飲食業界全体的に低迷しており、自社も売る上げの減少、人員不足などの問題を抱えている。改善点としてコスト、経費の見直し安全性をはか
　　　　　　　　り営業力を強化している。
（サービス業）100年に1度の経済危機といわれる景気の悪化の影響が出ていますが、中長期的な展望に立って5年後10年後の経営の柱づくりに取り組み
　　　　　　　　　たい。


